
自
主
防
災
組
織
を
設
立
し
よ
う

助
け
合
い
で
地
域
を
守
る

地
震
な
ど
の
災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
建
物
の
倒
壊
や
火
災
が
同
時
に
多
発
し
、
一

時
的
に
消
防
な
ど
の
公
共
機
関
の
対
応
能
力
を
超
え
て
し
ま
う
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
で
は
、
地
域
住
民
の
連
携
に
よ
る
防
災
活
動
が
必
要
不
可
欠
に
な
り
ま
す
。

今
回
は
〝
自
主
防
災
組
織
〞
の
設
立
と
、
そ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
す
。

　

災
害
が
発
生
し
た
と
き
に
、
被
害
を
最
小

限
に
抑
え
る
た
め
に
は
自
分
自
身
を
守
る

「
自
助
」
、
隣
近
所
の
連
携
で
助
け
合
う

「
共
助
」
、
消
防
な
ど
の
公
共
機
関
に
よ
る

救
助
・
救
援
な
ど
の
「
公
助
」
が
、
そ
れ
ぞ

れ
最
大
限
に
機
能
を
発
揮
す
る
こ
と
が
重
要

で
す
。
町
で
は
、
こ
の
「
共
助
」
に
あ
た
る

自
主
防
災
組
織
を
行
政
区
単
位
で
設
立
し
て

も
ら
お
う
と
働
き
か
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ひ
と
た
び
大
地
震
な
ど
の
災
害
が
発
生
し

た
場
合
、
個
人
や
家
族
の
力
だ
け
で
被
害
の

拡
大
を
防
ぐ
に
は
限
界
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

建
物
の
倒
壊
や
火
災
が
同
時
に
多
発
し
て
一

時
的
に
消
防
な
ど
の
公
共
機
関
の
対
応
能
力

を
超
え
て
し
ま
う
こ
と
や
、
道
路
が
寸
断
さ

れ
て
救
急
車
両
の
到
着
が
大
幅
に
遅
れ
る
事

態
が
想
定
さ
れ
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
で

は
、
毎
日
顔
を
合
わ
せ
て
い
る
隣
近
所
の
人

た
ち
が
集
ま
り
、
互
い
に
協
力
し
な
が
ら
初

期
消
火
、
避
難
誘
導
、
救
出
・
救
護
と
い
っ
た

大

■消防署員からAEDを使った救急救命講習を受ける琴平自主防災組織の皆さん

安全・安心
プロジェクト

　

現
在
、
美
郷
町
に
は
消
防
団
の
分
団
が
14

あ
り
、
４
１
３
人
の
団
員
が
い
ま
す
。
消
防

団
の
皆
さ
ん
は
日
ご
ろ
か
ら
厳
し
い
訓
練
を

行
い
、
万
一
に
備
え
た
組
織
づ
く
り
に
努
め

て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
中
、
な
ぜ
自
主
防

災
組
織
が
必
要
な
の
か
と
、
疑
問
を
持
つ
人

も
い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

自
主
防
災
組
織
の
必
要
性
が
叫
ば
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
の
は
、
平
成
７
年
１
月
に
発
生

し
た
阪
神
・
淡
路
大
震
災
だ
と
い
わ
れ
て
い

ま
す
。
死
者
６
千
人
を
超
え
る
悲
劇
を
も
た

ら
し
た
大
災
害
で
し
た
。

　

こ
の
震
災
で
は
建
物
の
倒
壊
に
よ
り
約
15

万
人
が
生
き
埋
め
に
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う

ち
約
６
割
の
人
が
家
族
や
友
人
、
隣
人
な
ど

の
地
域
の
人
々
に
よ
っ
て
救
助
さ
れ
ま
し
た

（
下
記
表
参
照
）
。
さ
ら
に
、
地
域
の
人
々

が
協
力
し
合
っ
て
、
初
期
消
火
や
被
災
者
の

誘
導
も
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
消
防
な
ど
の
公
共
機
関
か

ら
の
援
助
が
す
ぐ
に
及
ば
な
い
大
災
害
で
は
、

い
っ
そ
う
地
域
の
防
災
活
動
の
役
割
は
大
き
く

な
り
ま
す
。

活
動
に
組
織
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
不

可
欠
で
す
。

自
分
た
ち
の
地
域
は

自
分
た
ち
で
守
る

自
主
防
災
の
き
っ
か
け
は

阪
神
・
淡
路
大
震
災

　

自
主
防
災
組
織
は
、
地
域
の
住
民
が
組
織

結
成
に
合
意
し
、
自
主
防
災
組
織
の
規
約
や

構
成
員
名
簿
を
作
成
す
る
こ
と
で
成
立
し
ま

す
。
設
立
に
は
許
可
申
請
な
ど
の
手
続
き
は

不
要
で
す
が
、
災
害
時
に
は
町
や
消
防
機
関

と
の
連
携
が
必
要
な
た
め
、
町
に
組
織
の
結

成
を
知
ら
せ
て
お
く
こ
と
（
届
出
）
が
必
要

で
す
。
設
立
ま
で
の
流
れ
や
、
規
約
、
名
簿

等
の
作
成
方
法
は
町
住
民
生
活
課
ま
で
ご
相

談
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
届
出
書
や
書
類
の
記

入
例
は
町
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

　

ひ
と
た
び
大
地
震
な
ど
の
災
害
が
発
生
し

た
場
合
、
地
域
の
力
を
総
動
員
し
て
立
ち
向

か
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
お
年
寄
り
や
障
が

い
の
あ
る
方
、
小
さ
な
お
子
さ
ん
な
ど
、
い

わ
ゆ
る
災
害
時
要
援
護
者
の
緊
急
避
難
に
は
、

地
域
の
民
生
委
員
や
福
祉
団
体
な
ど
と
の
連

絡
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
救
出
・
援
護

の
た
め
に
は
地
元
消
防
団
、
事
業
所
な
ど
と

の
連
携
が
大
変
効
果
を
発
揮
し
ま
す
。
自
主

防
災
組
織
の
設
立
に
あ
た
っ
て
は
地
域
の
力

を
最
大
限
に
活
か
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ

し
て
、
組
織
の
活
動
範
囲
を
防
災
だ
け
に
限

定
せ
ず
、
安
全
で
安
心
し
て
住
め
る
地
域
づ

く
り
の
た
め
の
土
台
と
す
る
こ
と
は
、
失
わ

れ
が
ち
な
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
形
成
に

も
役
割
を
果
た
す
効
果
が
期
待
で
き
ま
す
。

　

現
在
、
美
郷
町
内
に
は
1
1
6
の
行
政
区

が
あ
り
ま
す
。
８
月
15
日
現
在
、
こ
の
う
ち

95
の
行
政
区
が
自
主
防
災
組
織
を
設
立
（
組

織
数
は
97
）
し
て
い
ま
す
。

　

自
主
防
災
組
織
を
設
立
し
た
行
政
区
で
は
、

連
絡
網
の
整
備
や
災
害
時
要
援
護
者
の
確
認

な
ど
の
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
避

難
訓
練
や
炊
き
出
し
訓
練
を
行
い
、
災
害
時

の
活
動
に
備
え
て
い
る
組
織
も
あ
り
ま
す
。

　

10
月
15
日
現
在
、
55
の
組
織
で
自
主
防
災

訓
練
を
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
自
主
防
災

組
織
を
設
立
し
た
行
政
区
の
約
６
割
に
あ
た

り
ま
す
。
各
行
政
区
に
お
け
る
防
災
訓
練
の

様
子
は
次
の
ペ
ー
ジ
で
ご
紹
介
し
ま
す
。

自
主
防
災
組
織

町
内
の
組
織
率
は
82
％

災
害
時
に
問
わ
れ
る

地
域
の
力

（社）日本火災学会「兵庫県南部地震における火災に関する調査報告」

　平成７年１月に起きた阪神・淡路大震災では、
救出された被災者の約６割が、家族または友人
や隣人などから救出されています。災害時には
地域の力が大きな支えになります。

阪神・淡路大震災
地域の力でたくさんの命が
救われています

　平成23年５月31日までの設置義務化に伴い、住宅用火災警
報器の購入費の一部を助成しています。助成金額は1世帯あた
り購入金額の２分の１で、上限は5,000円です。交付基準、手
続き方法は広報美郷９月号８ページをご覧いただくか、下記ま
でお問い合わせください。
問●住民生活課　環境安全班　☎0187-84-4903

住宅用火災警報器設置支援事業

　大規模な地震が発生したときの被害を最小限におさえるた
め、木造住宅の耐震診断および耐震改修にかかる経費を助成
しています。
対　象●昭和56年5月31日以前に建築され、自ら居住してい
　　　　る木造住宅
助成額●耐震診断　上限５万円
　　　　耐震改修　上限60万円
問●建設課　建設管理班　☎0187-84-4910

一般住宅耐震改修促進事業

「防災行政無線　今何言った？」確認したいときは

電話していただければ、放送内容を聞くことができます。
☎0187-85-3981または☎0187-85-3982に

　現在、美郷町内では95の行政区が自主防災組織を設立して
います。自主防災組織を設立した行政区では、連絡網の整備
や災害時要援護者の確認などの活動を行っています。また、
避難訓練や炊き出し訓練を行うなど、災害時の活動に備えて
いる組織もあります。組織の設立を考えている行政区は、難
しく考えず、まずは町住民生活課にご相談ください。

自主防災組織をつくるには

問●町住民生活課　環境安全班　☎0187-84-4903

自主防災の必要性などを、行政区、地元
消防団などで話し合い、設立の合意をとる
自主防災組織の規約や構成員名簿を作成
する
規約、名簿、自主防災組織届出書を町住
民生活課に提出する

1
2
3

自
主
防
災
組
織

設
立
ま
で
の
手
順
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暮らしの安全・
安心を守るため

安全安心プロジェクトでは暮らしの安全・安心を
守るため次のような事業を行っています。

　ケースの中に氏名、住所、持病やか
かりつけの病院などを記入した用紙を
入れて冷蔵庫で保管します。万一の救
護の際、必要な情報を的確に救急隊に
伝えることができるため、迅速で効果
的な処置につながります。ひとり暮ら
しの高齢者世帯などを対象に配布して
います。

要援護者支援事業
（緊急情報キット　みさと安心パック）

　平成20年度から平成23年度までの間
に放送子局114局を設置し、 緊急時の即
時情報伝達に努めます。 緊急地震速報な
ど「全国瞬時警報システム（Ｊ-ALERT）」
にも対応し、 防災行政無線で自動的に放
送されるようになっています。

防災行政無線整備事業

広報美郷平成22年11月 23 広報美郷 平成22年11月


